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商標法３条１項全体、３条１項柱書の商標審査基準について（案） 

 

平成２７年９月 

第３条第１項 
  

   自己の業務に係る商品又は役務について使用をする商標については、次

に掲げる商標を除き、商標登録を受けることができる。 

一 その商品又は役務の普通名称を普通に用いられる方法で表示する標章 

のみからなる商標 

二 その商品又は役務について慣用されている商標 

三 その商品の産地、販売地、品質、原材料、効能、用途、形状（包装の形 

状を含む。第26条第１項第２号及び第３号において同じ。）、生産若しく

は使用の方法若しくは時期その他の特徴、数量若しくは価格又はその役務

の提供の場所、質、提供の用に供する物、効能、用途、態様、提供の方法

若しくは時期その他の特徴、数量若しくは価格を普通に用いられる方法で

表示する標章のみからなる商標 

四 ありふれた氏又は名称を普通に用いられる方法で表示する標章のみか

らなる商標 

五 極めて簡単で、かつ、ありふれた標章のみからなる商標 

六 前各号に掲げるもののほか、需要者が何人かの業務に係る商品又は役務

であることを認識することができない商標  

 

１．現行商標審査基準の概要 

（１）３条１項全体 

３条１項全体については、３条１項該当性の判断時期、また、立体商標、動

き商標、ホログラム商標、色彩のみからなる商標、音商標及び位置商標に関し、

３条１項各号の該当性についての判断基準を記載している。 

（２）３条１項柱書 

３条１項柱書については、主に「自己の業務に係る商品又は役務について使

用」をしないことが明らかな商標についての判断基準、また、立体商標、動き

商標、ホログラム商標、色彩のみからなる商標、音商標及び位置商標に関し、

３条１項柱書の該当性についての判断基準を記載している。 

  このうち、「自己の業務に係る商品又は役務について使用」しない指定商

品又は指定役務であるか否かに関し、①小売り等役務に関し、総合小売を個

人が指定する等の場合、②１区分内での商品又は役務の指定が広い範囲に及

んでいる場合については、使用又は使用の意思についての合理的な疑義があ

るものとして３条１項柱書の拒絶理由通知により、出願人の業務を通じて商
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標の使用又は使用意思を確認する旨記載している1。 

なお、平成２５年度商標出願動向調査報告書によれば、審査における４条１

項１１号の拒絶理由件数は、２００６年度（平成１８年度）と２０１２年度（平

成２４年度）の合計数を比較すると、39.4%減少しており2、３条柱書の運用に

より一定の効果が生じていることがうかがわれる。 

表 2-5-1-2 商標法第 4条第 1項第 11 号の件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

また、取消審判請求件数に関しては、２００６年度と２０１２年度を比較す

ると、34.1％程度減少しており、審判段階においても一定の効果が生じている

といえる。 

表 2-8-2 取消審判請求件数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

２．問題の所在 

（１）３条１項全体 

３条１項該当性の判断時期、また、立体商標、動き商標、ホログラム商標、

色彩のみからなる商標、音商標及び位置商標の取扱いに関し、見出しの付与等

構成面全体から見直しが必要。    

（２）３条１項柱書 

「自己の業務に係る商品又は役務について使用」について、「自己の業務」

の内容等明確にすべきではないか等の指摘がある。 

                                                   
1 産業構造審議会知的財産政策部会の報告書（平成１８年２月）において、「商品や小売業以外の役務を指

定する商標登録出願についても、取引の実情や出願実態等を踏まえ、商標法第３条第１項柱書きの運用の

在り方について検討を行うことが適切であると考えられる。」と記載された。 
このため、商標審査基準においては、１区分内での商品又は役務の指定が広範な範囲に及んでいる場合

に商標の使用又は使用意思を確認することとしたが、審査の統一性を確保する観点から、その一応の目安

として、１区分内において８以上の類似群にわたる商品又は役務を指定する場合としたものである。なお、

この目安については、小売等役務における商品の類似群の数とのバランス等を考慮している（商標審査便

覧４１．１００．０３）。 
2 「平成２５年度 商標出願動向調査報告書－不使用商標対策後の効果・分析のための出願・登録状況調

査－ 平成２６年２月 特許庁」 

29,236 26,715

36,49136,611

31,168
24,565

44,099

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

(件数) 

(年度) 

1,399

1,052

1,5921,596

1,106

1,343
1,755

0

500

1,000

1,500

2,000

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

(件数) 

(年度) 



資料３ 

 - 3 - 

また、小売等役務の導入に合わせ、平成１９年４月から１区分内での商品又

は役務の指定が広い範囲（８類似群以上）に及び、指定商品又は指定役務につ

いて商標の使用又は使用の意思があることに疑義がある場合に限り出願人に

対して商標の使用又は使用意思の確認を行っているところであるが、業界によ

っては取扱う商品・役務の分野が多様であること、類似群のカウントの仕方が

不明確な場合がある等の指摘がある。 

 

３．商標審査基準改訂の方向性 

（１）３条１項全体 

見だしの付与、文言の統一化といった構成面全体から見直しをすべきではな

いか。 

（２）３条１項柱書 

「自己の業務に係る商品又は役務について使用」について、「自己の業務」

に含まれる範囲等明示にすべきではないか。 

また、運用の明確化を図る観点から、商標の使用又は使用の意思があること

について合理的な疑義がある場合を、商標審査基準において一定程度明示すべ

きではないか。 

その他の記載についても、構成面全体から記載の見直しをすべきではないか。 

 

４．商標審査基準改訂イメージ 

（１）３条１項全体 

①判断時期の明確化。 

②見出しの記載及び文言の統一化等。 

（２）３条１項柱書 

 ①商標法施行規則第 4条ないし第 4条の６を挿入。 

 ②自己の業務の明確化。 

 ③使用をする商標の明確化。 

 ④色彩のみからなる商標と認められない例の追加。 

 ⑤音商標と認められる例の追加。 

 

５．参考 

（１）立法趣旨（工業所有権法（産業財産権法）逐条解説〔第 19 版〕1275、1279

頁） 

○ 「後者の問題、すなわち、商標登録の対象となる商標は自ら使用をしてい

るもの、あるいは使用をしようとするものに限るのか、他人に使用をさせるも

のでもよいのかという問題については次のように考えられる。旧法は、商標権

の譲渡をその営業とともにする場合に限ったり、使用許諾制度を認めていない

等の理由から自ら使用をする意思がなければならないということができるので

あるが、現行法では、商標権の自由譲渡を認め、使用許諾制度を採用したこと
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等から必ずしも旧法と同様に考えられない。しかし、当初から自ら使用をする

ものでないものに排他独占的な権利を設定するのは妥当ではない反面、いった

ん権利が設定された以上はその処分は一つの私的財産権として私的自治に委せ

た方がよいとの見解から、現行法においても商標登録は「自己の業務に係る商

品又は役務について使用をする商標」に限っているのである。」 

○ 〔字句の解釈〕 

「<自己の業務に係る商品又は役務について使用をする〉指定商品又は指定役

務に係る自己の業務が現在又は将来において存在しないのに自己の業務に係る

商品又は役務についてその商標の使用をすることは論理的にありえない。指定

商品又は指定役務に係る自己の業務が現に存在しないときは、少なくとも将来

において指定商品又は指定役務に係る自己の業務を開始する具体的な予定がな

ければならないと考えられる。また、「使用をする」とは現在使用をしているも

の及び使用をする意思があり、かつ、近い将来において信用の蓄積があるだろ

うと推定されるものの両方を含む。なお、この要件は査定時に備わっていれば

よい。」 

 

（２）裁判例 

①商標法第 3条第 1項についての適用判断の基準時を「査定又は審決時」と解 

するのが相当であるとした事例 東京高判 昭和４６年９月９日（昭和４５

（行ケ）第５号） 

「けだし、商標法３条１項は、商標の登録に関する積極的な要件ないしは商標 

の一般的登録要件に関する規定、換言すれば、登録を出願している商標がそれ 

自体取引上自他の商品を識別する機能を有すべきことを登録の要件とする趣 

旨の規定であって、同項各号にかかる識別的機能を有しないものを列挙し、こ 

のようなものについては登録を拒絶すべきことを法定したものというべく、し 

たがって、このような要件の存否の判断は、行政処分（商標登録の許否が一の 

行政処分であることはいうまでもない。）の本来的性格にかんがみ、一般の行 

政処分の場合におけると同じく、特別の規定の存しない限り、行政処分時、す 

なわち査定時または審決時を基準とすべきものと解するのが相当であるから 

である （略）」 

 

②３条１項柱書き違反に係る無効不成立審決が取消された事例（「アールシー 

ターバン事件」 

知財高判 平成２４年５月３１日（平成２４年(行ケ)第１００１９号） 

「商標法３条１項柱書は，商標登録要件として，「自己の業務に係る商品又は役

務について使用をする商標」であることを規定するところ，「自己の業務に係る

商品又は役務について使用をする商標」とは，少なくとも登録査定時において，

現に自己の業務に係る商品又は役務に使用をしている商標，あるいは将来自己

の業務に係る商品又は役務に使用する意思のある商標と解される。（略） 
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しかし，登録商標が，その登録査定時において「自己の業務に係る商品又は役

務について使用をする商標」に当たることについては，権利者側において立証

すべきところ，本件商標についてこれを認めるに足りる証拠はなく，むしろ，

上記認定事実によれば，本件商標登録は，被告が現に自己の業務に係る商品又

は役務に使用していない商標について，将来自己の業務に係る商品又は役務に

使用する意思もなく行われたものというべきであって，上記審決の認定，判断

は失当である。（略）」 

 

（３）産業構造審議会知的財産政策部会の報告書（平成１８年２月 １０頁） 

「 ．小売業等の商標の保護の在り方 

３． 対応の方向 

（３）審査上の取扱い 

① 使用の意思の確認等（商標法第３条第１項柱書き） 

商標法では出願に係る商品又は役務の区分ごとに出願手数料、商標権の登録

料を納付することとなっており、国際的な商品・役務の区分を定めるニース協

定において、小売業等の役務は第 35 類に分類されている。このため、同協定

に従うと、一区分（第 35 類）の料金で複数の小売業等に係る役務を記載する

ことが可能であり、出願人が使用の意思のない役務を多数指定した場合には、

これらの指定役務と混同を生じるおそれのある商品について網羅的に他人の

登録を排除することも可能となることが懸念される。 

こうした問題に対処するため、小売業等に係る役務については、第 35 類の

中で更に細分化した区分を作成し、細分化された区分毎に出願手数料や登録料

を課することも考えられる。しかしながら、こうした方法による場合、マドリ

ッド協定議定書にもとづく国際商標登録出願における料金徴収手続や、国際的

な制度調和等の観点からの問題点があると考えられる。 

このため、小売業等に係る役務商標出願については、商標法第３条第１項柱

書きの規定の運用を強化し、その使用の意思又は使用実態の確認を行うことが

適切であると考えられる。 

なお、商品や小売業以外の役務を指定する商標登録出願についても、取引の

実情や出願実態等を踏まえ、商標法第３条第１項柱書きの運用の在り方につい

て検討を行うことが適切であると考えられる。」 

 

（４）商標審査便覧（４１．１００．０３） 

「商標の使用又は商標の使用の意思を確認するための審査に関する運用につ

いて 

願書に記載された指定商品又は指定役務について、商標の使用又は商標の使

用の意思があることに「合理的な疑義がある場合」は、商標法第３条第１項柱

書を適用することとする。 

ただし、個別の商標をいかなる商品又は役務に使用するかを願書の記載を通
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じて判断することは、現実的には困難といわざるを得ない。このため具体的な

商標の使用又は使用意思の確認については、商標の使用の前提となる指定商品

又は指定役務に係る自己の業務の確認を通じて行うこととする。 

１．第３条第１項柱書を適用する場合の判断について 

願書に記載された指定商品又は指定役務が次の（１）又は（２）に該当する

ときは、原則として、商標の使用の前提となる指定商品又は指定役務に係る業

務を出願人が行っているか又は行う予定があるかについて合理的疑義があるも

のとして、第３条第１項柱書により登録を受けることができる商標に該当しな

いものとする旨の拒絶理由の通知を行い、出願人の業務を通じて、商標の使用

又は使用意思を確認するものとする。 

ただし、出願当初から商標の使用又は使用意思に関して証明書類等が提出さ

れた場合を除く。 

なお、証明書類等の提出に関しては、商標登録願と同時に提出する場合は、

証明書類等は紙による場合が多いため、手続補足書による手続となる。 

（例）（手続補足書の様式抜粋） 

 略 

（１）小売等役務について 

（ａ）「衣料品、飲食料品及び生活用品に係る各種商品を一括して取り扱う小売

又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供」（以下、「総合小売

等役務」という。）に該当する役務を個人（自然人をいう。）が指定してきた場

合。 

（ｂ）総合小売等役務に該当する役務を法人が指定してきた場合であって、「自

己の業務に係る商品又は役務について使用」をするものであるか否かについて

職権で調査を行っても、出願人が総合小売等役務を行っているとは認められな

い場合。 

（ｃ）類似の関係にない複数の小売等役務を指定してきた場合。 

（説明） 略 

＜例１＞ 

指定された小売等役務が複数の類似群に属する場合 

「自動車の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供 ３

５Ｋ０４（１２Ａ０５）」と「二輪自動車の小売又は卸売の業務において行われ

る顧客に対する便益の提供 ３５Ｋ０５（１２Ａ０６）」とを同時に指定したと

き 

＜例２＞ 

指定された小売等役務が複数の類似群に属さない場合 

「織物及び寝具類の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の

提供 ３５Ｋ０２（１６Ａ０１・１７Ｃ０１）」と「履物の小売又は卸売の業務

において行われる顧客に対する便益の提供 ３５Ｋ０２（２２Ａ０１・２２Ａ０

２・２２Ａ０３）」とを同時に指定したとき 
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なお、類似商品・役務審査基準に例示された小売等役務以外の小売等役務（３

５Ｋ９９）の指定が複数なされた場合においては、類似するものと非類似のも

のとが混在する場合が考えられるが、小売等役務に係る小売業等の業務を考慮

した上で、相互に類似しない小売等役務群が複数以上あるときは、上記「（ｃ）

類似の関係にない複数の小売等役務を指定してきた場合。」に含まれるものとし

て取り扱うものとする。 

＜例３＞ 

上記（ｃ）に該当する場合 

「ヨットの小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供 ３

５Ｋ９９（１２Ａ０１）」と「グライダーの小売又は卸売の業務において行われ

る顧客に対する便益の提供 ３５Ｋ９９（１２Ａ０２）」とを同時に指定したと

き 

＜例４＞ 

上記（ｃ）に該当しない場合 

「治療用機械器具の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の

提供 ３５Ｋ９９（１０Ｄ０１）」と「手術用機械器具の小売又は卸売の業務に

おいて行われる顧客に対する便益の提供 ３５Ｋ９９（１０Ｄ０１）」とを同時

に指定したとき 

（２）商品・役務の全般について 

１区分内での商品又は役務の指定が広範な範囲に及んでいるため、指定商品

又は指定役務について商標の使用又は使用の意思があることに疑義がある場合。 

（上記取扱いに当たっての目安） 

１．原則として、１区分内において、８以上の類似群コード（以下「類似群」

という。）にわたる商品又は役務を指定している場合には、商品又は役務の指定

が広範な範囲に及んでいるものとして、商標の使用又は使用の意思の確認を行

う。 

２．ただし、一の商品又は役務で多数の類似群が付与されている商品又は役務

であって、他に適当な表示が認められない場合には、その商品又は役務の類似

群が２以上であっても、１の類似群として取り扱うものとする。（例：第９類「電

子出版物」（２６Ａ０１，２６Ｄ０１）等） 

また、「類似商品・役務審査基準」において例示された、いわゆる包括概念表示

（例：第２５類「被服」（１７Ａ０１，１７Ａ０２，１７Ａ０３，１７Ａ０４ ，

１７Ａ０７）等）の商品又は役務は、個々の類似群単位に分割して表示するこ

とが困難となる場合が多いため、包括概念表示の商品又は役務が２以上の類似

群が付与されている商品又は役務であっても、１の類似群として取り扱うもの

とする。 

以上の取扱いによって、１区分内の類似群の数が合計して７以下となるとき

は、商標の使用又は使用の意思の確認を要しないものとする。 

３．なお、小売等役務については、取扱商品の類似群は考慮しないものとする。
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例えば、「自動車の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提

供 ３５Ｋ０４（１２Ａ０５）」の場合、類似群の数は２であるが、１２Ａ０５

は取扱商品の類似群であるため、１の類似群として取り扱うものとする。 

（説明） 略 

＜例＞ 

１区分内において、８以上の類似群にわたる商品又は役務を指定しているため、

第３条第１項柱書の拒絶理由を通知した場合に、商品又は役務の一部を削除す

る手続補正書の提出により類似群が７以下となったとき」 

 


